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「BOPビジネス研究会運営業務」仕様書

１．事業名

「BOPビジネス研究会運営業務」請負

２．事業目的

　九州地域はかつて公害で苦しみ、そして克服に向けて様々な対策が長年講じられてきたなか、環境浄化・公害防止対策等の技術・サービス等が地域に醸成され、環境関連産業の集積が形成されるようになった。しかしながら、国内では顕著な環境問題が解消され、市民の環境意識が高まる中、環境市場は成熟化しつつあり、新たな環境ニーズの発掘が徐々に難しくなり、新たな市場を求めて海外展開する企業も増えてきている。

海外展開先については、比較的富裕層の多い地域や国をターゲットする企業も少なくないが、そうした市場は海外の競合企業との競争が激しく、また今後の市場の成長率も高くないことからさらに厳しい競争となることが予想される。こうした中で注目されている市場が非富裕者の市場、いわゆるBOP層である。しかしながら、BOP層を対象としたビジネスについては、一部の企業が先行しているものの、まだ中堅中小企業での動きは本格化していない状況である。また、中堅中小企業を支援する支援機関等の支援体制も整っていない状況である。
このため、一般財団法人九州産業技術センターでは、地域の環境関連産業の産学官のネットワークワーク組織「九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（以下、Ｋ－ＲＩＰと称す）」の事業として、BOPビジネスの普及啓発、地域支援機関のネットワーキング、プロジェクトの発掘・課題把握、BOPビジネスにチャンレジする企業の支援方法等について検討することを目的として、「BOPビジネス研究会」を開催・運営する。
３．事業内容

本事業では、以下の内容を行うこととする。なお、事業の進め方やセミナー講師、セミナーの内容等詳細な項目は、Ｋ－ＲＩＰ事務局及び九州経済産業局環境対策課と協議しながら進めることとする。また、定期的に事業の進捗状況等をＫ－ＲＩＰ事務局に報告することとする。
（１）BOPビジネス研究会及び併催セミナーの企画・運営
　　上記研究会を、年４回程度行うこととする。各回のプログラムはおおよそ、次のとおりとする。なお、運営にあたり、各回の議論テーマや進め方は、K-RIP事務局と九州経済産業局環境対策課と事前に協議して進めるものとする。
1 各回の概要

第１回：BOPビジネスに関するセミナーを開催し、普及啓発をはかるほか、BOPビジ
ネスに挑戦しようとする企業の発掘を行う。また、セミナー終了後に、講師（先行企業）を交えて、BOPビジネスを地域に広めていくための方策やビジネスモデル等について意見交換を行う。

第2回：第1回目のセミナーにて発掘できたBOPビジネス挑戦企業（3社程度）を委員として参加してもらい、現在の取り組み概要、今後の展望等を説明してもらう。その後、各支援機関で支援方法について議論・検討を行う。

第3回目：第2回目と同様の取り組みを行い、プロジェクトを支援・組成していく。

第4回目：BOPビジネスに取り組む企業をプレゼンターとするセミナーを開催し、後続企業の誕生促進と各支援機関の支援ツールの普及を行い、地域全体でBOPビジネスを支援していく体制を構築していく。
②研究会構成メンバー
　研究会の構成メンバーは以下のとおりとする。

　　◇主催機関：K-RIP

　　◇支援機関：アジア低炭素化センター、九州経済連合会IBC、国連ハビダット福

岡本部、ジェトロ北九州、JICA九州本部
　　◇NGO：特定非営利活動法人NGO福岡ネットワーク（FUNN）

　　◇企業：BOPビジネスに挑戦する企業2～3社（第２回目以降）
　　◇九州経済産業局：環境対策課

　　◇運営事務局：業務委託先

（２）BOPビジネスに挑戦する企業の発掘
　　第2回目以降の研究会では、BOPビジネスに挑戦する企業にも委員として参画してもらい、挑戦する内容や事業課題等について議論を行うこととしている。

　　このため、第１回目のセミナー参加者やJICA等の協力を得ながら、第2回目開催日までにBOPビジネスに挑戦する企業を2~3社発掘し、研究会に参画してもらうこととする。
（３）BOPビジネス振興に向けたパンフレットの作成
　　BOPビジネスの振興に向けて、BOPビジネスの進捗ステージ毎、事業課題毎に支援機関、支援ツールを整理したパンフレットを作成する。

　　構成については、以下の項目を主軸に、研究会メンバーの意見を踏まえ確定し、策定することとする。

　　（項目）

　　・BOPビジネスの概要、魅力、可能性

　　・BOPビジネスで中小企業が直面する課題と対応方法（支援機関による支援ツール）

　　・事例の紹介

　　・問い合わせ一覧

（４）会場調整

会場の確保（有料の場合は会場料の支払いを含む）、事前の下見を行い、会場レイアウト、ＰＣやプロジェクター等の備品の事前の手配、準備を行うこと。会場については参加者の交通の利便性等を勘案し決めるものとする。なお、会場の確保にあたっては、研究会及び併催セミナー（第１回と第４回）に要する時間だけではなく、準備や撤収作業に必要な時間を試算し十分な時間を確保すること。
（５）研究会併催セミナーにかかる開催案内の作成、広報

①第1回目と第4回目の研究会に併せて開催するセミナーの内容を効果的に広報するための案内チラシを作成すること。

②セミナー参加申込みの受付、とりまとめも行うこと。

③申込方法は、原則としてＦＡＸ、Ｅメールによる事前参加申し込み制とし、参加者
数の把握を行うとともに、集客に努めること。

（６）研究会（併催セミナー含む）の配付用テキスト、講師講演資料、アンケートの準備

①講師作成の講演資料を事前に入手し、当日の講演用に準備を行うこと。入手した講
演資料は、会場での上映が円滑に行えるよう事前に動作確認を行うこと。講師には、講演資料の配付について事前承諾を得ること。

②講演資料はセミナーの１週間前までに必ずＫ－ＲＩＰ担当者へ電子メールあるいは
郵送で送付すること。

③配付用テキストは、講師から異論がない限り原則として白黒コピーとし、パワーポ
イントの場合は２枚を１枚に可能な限り集約した形とすること。
　　④K-RIP事務局と協議し、併催セミナー用のアンケート用紙を作成し、当日配布する
こと。
　

（７）研究会（併催セミナー含む）当日の会場準備

会場には、原則として案内看板、受付の設置を行うこと。講師が当日使用する機材（プロジェクター、パソコン、マイク等）について講師に確認を行った上、事前調整を含め、手配準備すること。なお、講師が当日使用する電子データについては必ずパソコンの中に準備するのと同時にバックアップデータを当日持参しておくこと。

（８）研究会（併催セミナー含む）当日の運営

受付、司会進行、総合調整を行うこと。会場の規模、参加人数に応じて、適切な人員を置くなどの対応を取ること。また、報告書用写真撮影、アンケートの実施及び回収、後片づけ等を行い、事業を円滑に進めること。

（９）研究会の委員及びセミナー講師の委嘱手続き、謝金、旅費支出

研究会に参画する委員及びセミナーの講師への委嘱手続きを行い、謝金、旅費をあらかじめ算出し支払を行うこと。算出にあたっては、本事業請負先の定める旅費規程、謝金規程、その他規程類に準じて行うこと。

（１０）安全対策

事業参加者に怪我等が無きよう、安全性の確保及び緊急時の対応方法を運営スタッフに対し徹底すること。

（１１）事業報告書
　　本事業の取組を報告書（30~50ページ程度）としてまとめること。

なお、報告書に最低限記載する項目は以下のとおり。

・各回で検討・議論された内容の概要

・BOPビジネスを行う上で中小企業が直面する課題と公的支援等を活用した対処方

　法
（１２）その他

　　本事業に係る費用は、別に定めがある場合を除き、本事業費の中で対応すること。

４．事業実施スケジュール

    調査スケジュールは、概ね以下のとおりとする。

    なお、効果的な事業計画の提案がある場合は、スケジュールを提案すること。

  　（スケジュール（案））
　　　平成24年度
  　　　    8月　第1回BOPビジネス研究会開催（セミナーも併催）
  　 　9～10月　第2回BOPビジネス研究会開催

　　　 　　11月　第3回BOPビジネス研究会開催
　　　 　　 2月　第4回BOPビジネス研究会開催（セミナーも併催）
　　　　　　　　 事業報告書提出

５．実施期間
（１）実施期間
請負契約締結日から平成25年3月10日まで。

（２）参考資料の提出

実施スケジュール及び実施体制を契約締結後７日以内に提出のこと。

６．成果物

（１）事業報告書

 【電子媒体】報告書を格納したＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ：２部

                （加工可能なＷＯＲＤやＥＸＣＥＬ形式とする）

 【印刷物】　様式：Ａ４版、30~50ページ程度を10部

 【納　期】　平成25年3月10日

 【納入先】　（一財）九州産業技術センター内Ｋ－ＲＩＰ事務局
※印刷物については、グリーン購入法の基本方針の判断基準を満たすこと。
（２）パンフレット

【電子媒体】パンフレットを格納したＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ：２部

                （加工可能なＷＯＲＤやＥＸＣＥＬ形式とする）

【印刷物】　様式：Ａ４版、20ページ程度を100部

【納　期】　第４回研究会開催当日までに納付のこと（併催セミナーにて配布予定）
【納入先】　（一財）九州産業技術センター内Ｋ－ＲＩＰ事務局

※印刷物については、グリーン購入法の基本方針の判断基準を満たすこと。

７．その他

　上記に定めない事項、及び調査内容等に変更が生じた場合は、発注者及び請負者で協議の上決定すること。
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